
令和 5 年 3 月

令和 5 年度 令和 14 年度

※複数の施工地区を有する事業にあっては、施工地区ごとの状況が分かるよう記載すること。

１．事業概要

（１）

人

別添１１－１

川俣町地域開発事業経営戦略

事 業 開 始 年 月 日 平成6年3月25日

- 内陸工業用地等造成事業事 業 の 種 類

羽田産業団地、川俣西部工業団地、中山工業団地

－

団 体 名 ： 川俣町

事 業 名 ： 工業団地造成事業

～

策 定 日 ：

計 画 期 間 ：

法適（全部適用・一部適用）
非 適 の 区 分

非適

事　業　形　態

職 員 数

施 工 地 区

民 間 活 用 の 状 況

 ア　民間委託

 イ　指定管理者制度 －

－ ウ　ＰＰＰ・ＰＦＩ



（２） 土地造成状況等
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100

元 利 金 債 発 行 状 況 発 行 額 累 計 -

造 成 地 処 分 状 況
（ 令 和 4 年 度 ）
※直近年度分を記載

ア 売 却 代 金 -

イ 売 却 面 積 -

ウ ㎡ 当 た り 売 却 単 価
（ ア / イ ） -

施 工 地 区 名

オ 売 却 予 定 面 積

土 地 造 成 状 況
（平成28年度までに造
成 ）
（令和14年度までに売
却 ）

*1

ウ ㎡当たり造成予定単価
（ ア / イ ） 27,971

ア 総 事 業 費 756,385,000

756,385,000

0

イ 売 却 面 積 0

羽田産業団地

カ ㎡当たり売却予定単価
（ エ / オ ） 27,971

施 工 地 区 名 川俣西部工業団地

土 地 造 成 状 況
（令和元年度までに造
成 ）
（令和14年度までに売
却 ）

*1

ア 総 事 業 費 1,819,818,000

イ 総 面 積 151,706

ウ ㎡当たり造成予定単価
（ ア / イ ） 11,995

エ 売 却 予 定 代 金
*2 1,819,750,925

オ 売 却 予 定 面 積 113,557

カ ㎡当たり売却予定単価
（ エ / オ ） 16,025

キ 事 業 費 回 収 率
（ エ × 100/ ア ）

27,042

イ 総 面 積 27,042

発 行 額 累 計 -元 利 金 債 発 行 状 況

造 成 地 処 分 状 況
（ 令 和 4 年 度 ）
※直近年度分を記載

エ 売 却 予 定 代 金
*2

ウ ㎡ 当 た り 売 却 単 価
（ ア / イ ） 0

キ 事 業 費 回 収 率
（ エ × 100/ ア ） 100

ア 売 却 代 金
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（３） 現在の経営状況

R元 R2 R3

R元 R2 R3

R元 R2 R3

R元 R2 R3

R元 R2 R3

R元 R2 R3

R元 R2 R3

R元 R2 R3

元 利 金 債 発 行 状 況 発 行 額 累 計 －

造 成 地 処 分 状 況
（ 令 和 4 年 度 ）
※直近年度分を記載

ア 売 却 代 金 -

イ 売 却 面 積 -

ウ ㎡ 当 た り 売 却 単 価
（ ア / イ ） -

施 工 地 区 名 中山工業団地

土 地 造 成 状 況
（令和5年度までに造
成 ）
（令和14年度までに売
却 ）

*1

ア 総 事 業 費 1,755,306,000

イ 総 面 積 78,736

ウ ㎡当たり造成予定単価
（ ア / イ ） 22,293

エ 売 却 予 定 代 金
*2 1,019,570,400

オ 売 却 予 定 面 積 39,672

カ ㎡当たり売却予定単価
（ エ / オ ） 25,700

キ 事 業 費 回 収 率
（ エ × 100/ ア ） 58

0%

―　千円

上 記 の う ち 満 期 一 括
償 還 企 業 債 残 高
※過去３年度分を記載

―　千円 ―　千円

―　千円

―　千円

企 業 債 残 高
※過去３年度分を記載

―　千円

0%0%
事 業 費 回 収 率
※過去３年度分を記載

―　千円

―　千円

―　千円

1,275,281千円

0%

【上記の収益、資産等の状況等を踏まえた現在の経営状況の分析】

　羽田産業団地及び川俣西部工業団地において、造成工事費用として他会計からの繰入金（財源は国庫補助金等）を活用してい
ることから売却に一定の制限がある。ただし、中山工業団地は、分譲可能な場所があるため、売却に向けて進めていく。
　一方で、賃貸方式により造成地を活用することが可能であることから、引き続き企業誘致活動を行い、全区画の利用を促進し、
最終的には、売却を目標に営業活動を行う。

売 却 予 定 地 計 画
年 度 経 過 率
※過去３年度分を記載

0% 0%

上記のうち、５年以内に
償還期限が到来するもの
※過去３年度分を記載

売 却 用 土 地 の
時 価 評 価 （ 相 当 ） 額
※過去 ３年度分を記載

―　千円 ―　千円

他 会 計 補 助 金 累 計 額
※過去３年度分を記載

1,252,879千円 1,252,879千円

企 業 債 償 還 の た め の
積 立 金 残 高
※過去３年度分を記載

―　千円 ―　千円

―　千円 ―　千円



（４） 賃貸方式により造成地等を活用する場合における活用状況

２．将来の事業環境

（１） 周辺の社会経済情勢の状況

（２） 土地造成・処分の見通し

売却面積（㎡） 0 0 0 0 0

造成面積（㎡） 0 0 0 0 0

処分実績・計画

施 工 地 区 名

項　　　　目 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度

造成実績・計画

※周辺の社会経済情勢について、予測の方法（考え方）等も含め分かりやすく記載すること。
　令和５年１月期における福島県内経済情勢報告書によると、経済情勢の総括判断は「持ち直しつつある」であり、経済社会活動
の正常化が期待される。
　また、設備投資は「令和４年度は増加見込み」、企業収益は「令和４年度は増益見込み」となっており、周辺の経済情勢は回復傾
向にある。

27,042当該年度末（予定）未売却面積（㎡） 27,042 27,042 27,042 27,042

土地売却収入（千円） 0 0 0 0

0 0

0

売却単価（千円/㎡）

　羽田産業団地及び川俣西部工業団地の造成地は、賃貸方式を活用している。その賃貸料は、12,266千円/年となっており、維持
管理経費を除き、一般会計へ繰り出すこととしている。

※現在造成している土地処分の見通しと（１）を踏まえ、企業誘致活動の状況等の土地造成、処分の見通しを記載すること。
　令和５年度末に向け、中山工業団地の拡充整備工事を行う。
　また、企業の設備投資が増加傾向にあることから、計画期間内で全区画の賃借及び分譲を目標に営業活動を進めていく。

羽田産業団地

合計

0 0 0



当該年度末（予定）未売却面積（㎡） 39,672 39,672 39,672 39,672 39,672

売却単価（千円/㎡） 0 0 0 0 0

土地売却収入（千円） 0 0 0 0 0

処分実績・計画

売却面積（㎡） 0 0 0 0 0

造成実績・計画

造成面積（㎡） 0 0 0 0 0

施 工 地 区 名 中山工業団地

項　　　　目 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度 合計

土地売却収入（千円） 0 0 0 0 0

当該年度末（予定）未売却面積（㎡） 113,557 113,557 113,557 113,557 113,557

売却面積（㎡） 0 0 0 0 0

売却単価（千円/㎡） 0 0 0 0 0

造成面積（㎡） 0 0 0 0 0

処分実績・計画

川俣西部工業団地

項　　　　目 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度 合計

造成実績・計画

施 工 地 区 名



（３）

３．経営の基本方針

４．投資・財政計画（収支計画）

（１）

（２） 投資・財政計画（収支計画）の策定に当たっての説明

③　収支計画のうち投資以外の経費についての説明

※将来の事業環境等を踏まえ、事業を継続する上での経営理念、基本方針等について記載すること。
※計画期間内における具体的な取組・目標等を記載すること。
　東北新幹線福島駅、東北自動車道松川スマートIC、同福島西IC、同二本松IC、東北中央自動車道「相馬福島道路」霊山IC等へ
の交通アクセスの良さなどの立地メリットを活かした企業誘致活動を行っていく。

①　収支計画のうち投資についての説明

目 標

②　収支計画のうち財源についての説明

目 標

　中山工業団地に関しては、新たな大規模造成等の投資を行う。その他の工業（産業）団地は、造
成が完了し、当面は利便性や資産価値を高める小規模な整備を行うのみで、新たな大規模造成等
の投資は予定していない。

※計画期間内に実施する主な投資の内容（造成地区名 、時期、金額など）について、図表なども適宜用いながら、分かりやすく記
載すること。
※また、収支計画の策定に当たって反映した取組について、内容（対象造成地区、時期、金額など）を記載すること。
　　＜取組＞
         新規の造成計画
       　・造成地区名　中山工業団地
　　　　 ・時期　　　　　 令和５年３月から令和６年３月まで
　　　　 ・金額　　　　　1,884,916千円

中山工業団地の敷地拡充の造成に伴う財源は、国庫補助金及び震災復興特別交付税による収入
を見込んでいる。

※財源（料金、企業債、繰入金、国庫補助等）の積算の考え方等について記載すること。
※また、収支計画の策定に当たって反映した財源確保の取組について、内容（対象造成地区、時期、金額など）を記載すること。
　　＜取組＞
　　　　・財源の内訳
　　　　　国庫補助金　1,413,687千円
　　　　　地方交付税　　471,229千円

※投資以外の経費（委託料、人件費など）の積算の考え方等について記載すること。
※また、収支計画の策定に当たって反映した経費削減の取組（包括的民間委託、指定管理者制度の導入等の取組も含む。）につ
いて、内容（対象地区、時期、金額など）を記載すること。
　＜取組＞
　　　維持管理経費として、工業（産業）団地内の除草等の環境整備を実施している。

※定員の管理計画等を踏まえた将来の職員数の見通し等について、図表などを適宜用いながら、分かりやすく記載すること。
　工業用地取得造成事業特別会計の職員については、現状どおり一般会計の政策推進課まちづくり推進係員がその職務にあた
るため、専属職員を雇用する予定は今のところはない。

投資・財政計画（収支計画）　：　 別　紙　の　と　お　り

組織の見通し



（３） 投資・財政計画（収支計画）に未反映の取組や今後検討予定の取組の概要

①　今後の投資についての考え方・検討状況

②　今後の財源についての考え方・検討状況

③　投資以外の経費についての考え方・検討状況

５．公営企業として実施する必要性

* 内陸工業用地等造成事業及び住宅用地造成事業について記載すること。

【参考】「観光施設事業及び宅地造成事業における財政負担リスクの限定について（通知）」（令和23年12月28日付け総務副大臣通知）　抜粋

６．経営戦略の事後検証、改定等に関する事項

※投資・財政計画（収支計画）に反映することができなかった検討中の取組や今後検討予定の取組について、その内容等を記載すること。
　また、 （１）において、純損益（法適用）又は実質収支（法非適用）が計画期間の最終年度で黒字とならず、赤字が発生している場合には、赤字の解消に向けた取組
の方向性、検討体制・スケジュールや必要に応じて経費回収率等の指標に係る目標値を記載すること。

既 存 の 造 成 計 画
の 見 直 し

新 規 造 成 計 画

民 間 活 用

職 員 給 与 費

そ の 他 の 取 組

土 地 売 却 の 促 進

企 業 債

中山工業団地以外の工業（産業）団地の分譲地の造成は当初の計画どおりであるため、見直しは
行わない。

当面は、中山工業団地以外の新規造成を行う計画はない。

特になし。

特になし。

分譲地の早期賃貸を目指し、最終的には売却できるように、積極的な営業活動を行う。

事業費の回収率を勘案して売却価格を設定した。ただし、近傍類似の土地の評価額を勘案して売
却価格とすることも検討している。

特になし。

特になし。

造成地は、賃貸方式を活用しており、賃借料は維持管理経費を除き一般会計へ繰り出すこととして
いる。

特になし。

公営企業として実施す
る

必 要 性

経営戦略の事後検証、
改定等に関する事項

そ の 他 の 取 組

売 却 単 価 の 設 定

繰 入 金

賃貸方式による造成地等
活 用 の 取 組

そ の 他 の 取 組

委 託 料 工業（産業）団地内の除草等の環境整備を実施している。

工業団地造成事業特別会計での職員の雇用はない。

特になし。

工業（産業）団地の管理の円滑化と経理の適正を図るとともに、企業誘致を迅速に進めるため。

※進捗管理（モニタリング）や見直し（ローリング）等の経営戦略の事後検証、改定等に関する考え
方について記載すること。
　年度ごとに財政計画と決算状況との比較検証を行いながら進捗管理を行い、社会情勢の変化に
応じた経営戦略を見直しを適宜行っていく。

１　観光施設事業及び宅地造成事業（内陸工業用地等造成事業及び住宅用地造成事業に限る。以下同じ。）を新たに行う場合には、次の点に
　御留意いただきたい。
　(1)　地方公共団体が公営企業により実施するのではなく、第三セクター等、法人格を別にして事業を実施すること。
　(2)　事業を実施する法人においては、事業自体の収益性に着目したプロジェクト・ファイナンスの考え方による資金調達を基本とすること。
　(3)　法人の債務に対して地方公共団体による損失補償は行わないこと。
　(4)　法人の事業に関して、地方公共団体による公的支援（出資・貸付け・補助）を行う必要がある場合には、公共性、公益性を勘案した上で
　　必要最小限の範囲にとどめること。
３　既存の観光施設事業及び宅地造成事業についても、地方公共団体の財政負担のリスクを限定する観点から、１の手法の導入について
　御検討いただきたい。


